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JSGニュースレター 

個人株主における課税繰り延べ株式の 

移譲に係る配当所得課税規定について 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

個人株主が 2018 年 1 月 1 日以降に受け取る配当について、その配当

源泉が営利事業の 1998（民国 87）年度以降の利益に帰属する場合は、

所得税法第 15 条第 4 項及び第 5 項の配当所得課税の新制度規定の適用

を受ける一方、営利事業の 1997（民国 86）年度以前の利益に帰属する

場合は、同新制度の課税規定は適用されません。当該課税規定に基づ

き、台湾財政部は、2019 年 6 月 24 日付で台財税字 10704701480 号

通達を公布し、その中で、個人が 1998（民国 87）年度以後の利益を源

泉とした株式配当（無償増資）によって課税が繰り延べされた株式（中

国語：緩課股票）を取得した後、2018年 1月 1日以降に譲渡、贈与又は 
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遺産分配を行った時は、規定に基づいて配当所得を計算し、上述の新制

度規定を適用の上、納税しなければならないとしました。関連するポイ

ントについては、下表の通りです。 
 

  

 

 

 

 

 

項目 内容 

適用対象 台湾居住者である個人株主 

適用を受ける譲渡

等のタイミング 

2018 年 1 月 1 日から 

課税繰り延べ株式

が帰属する利益年

度 

1998（民国87）年度

の利益を源泉とした

株式配当（無償増

資） 

1997（民国 86）年

度以前の利益を源泉

とした株式配当（無

償増資） 

課税方法 

 

配当所得課税に係る

新制度の適用を受け

る（下記のいずれ

か） 

 個人総合所得税に

合計の上、税額控

除が可能（配当金

額の 8.5％で計算

し、一世帯当たり

8 万元を上限とす

る） 

 分離課税（税率

28％） 

配当所得課税に係る

新制度の適用を受け

ない 

 個人総合所得税に

合計の上課税され

る（控除可能税額

はない） 
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日商組新聞稿 

個人股東轉讓緩課股票之股利所得課稅規定 

 

 

個人股東 107 年 1 月 1 日起獲配股利，若屬營利事業分配 87 以後年度盈

餘，適用所得稅法第 15 條第 4 項及第 5 項之股利所得課稅新制規定；若屬營

利事業分配 86 以前年度盈餘，則不適用股利所得新制課稅規定。依此課稅規

定，財政部 108 年 6 月 24 日發布台財稅字第 10704701480 號令核釋，個

人取得公司以 87 年度盈餘轉增資之緩課股票，於 107 年 1 月 1 日起轉讓、贈

與或作為遺產分配時，應依規定計算股利所得並適用股利所得課稅新制規定納

稅。茲整理分析如下表。 

 
 

 

 
 
  

項目 內容 

適用對象 居住者個人股東 

轉讓時點 107 年 1 月 1 日起 
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緩課股票所屬盈餘

年度 

87 年度盈餘轉增資 86 年度以前盈餘轉增

資 

課稅方式 

 

 股利所得課稅新制

(二擇一) 

 併入綜合所得稅計

稅並享有可抵減稅

額 ( 按 股 利 金 額

8.5% 計 算 ， 每 戶

上限 8 萬元) 

 分開計稅 (稅率：

28%) 

 不適用股利所得課

稅新制 

 併入綜合所得稅計

稅 (無享有可抵減

稅額) 
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